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賃
金
と
は
、
労
働
者
１
人
１
人
が
生

計
費
を
充
足
で
き
る
賃
金
水
準
が
確
保

さ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

こ
う
し
た
研
究
を
テ
ー
マ
に
賃
金
実

態
を
調
査
す
る
中
で
「
成
果
主
義
賃
金
」

が
県
内
企
業
に
も
導
入
さ
れ
て
お
り
、

こ
の
こ
と
は
、
今
後
の
賃
金
運
動
を
取

組
む
に
あ
た
っ
て
中
長
期
の
賃
金
政
策

を
持
つ
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

研
究
課
題
と
し
て
「
賃
金
」
を
主
に

取
り
上
げ
て
き
ま
し
た
が
、
労
働
運
動

に
と
っ
て
苦
手
な
研
究
テ
ー
マ
の
１
つ

で
あ
る
「
社
会
保
障
」
を
今
後
の
取
り

く
み
と
し
て
い
き
ま
す
。

社
会
保
障

「構
造
改
革
論
」と
は
？

こ
の
「
改
革｣

は
、
橋
本
内
閣
の
時
提

唱
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
カ
ラ
ク
リ
を
掴

む
こ
と
で
す
。
主
な
点
は
、
①
、
福
祉･

医
療
分
野
へ
の
公
費
支
出
の
抑
制･

削
減
、

②
、
応
益
負
担
を
原
則
と
す
る
利
用
者

負
担
の
強
化
、
③
、
福
祉･

医
療
事
業
の

営
利
化
と
そ
れ
ら
の
事
業
か
ら
の
公
の

撤
退
等
で
す
。

そ
れ
で
は
、
「
構
造
改
革
」
の
潮
流

は
、
ど
の
よ
う
な
経
過
を
経
て
き
た
の

か
を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

１
９
８
０
年
代
の
臨
調
「
行
革
」
で

自
民
党
の
「
日
本
型
福
祉
社
会
」
論

（
大
き
な
政
府
か
ら
小
さ
な
政
府
）
が

生
ま
れ
、
鈴
木
～
中
曽
根
内
閣
で
「
臨

調
・
行
革
」
、
「
増
税
な
き
財
政
再
建
」

論
へ
と
継
が
れ
て
い
ま
す
。
戦
後
の
社

会
保
障
の
特
徴
は
、

国
庫
に
お
け
る
負

担
を
重
点
と
し
て

き
た
が
、
こ
の
流

れ
を
変
え
る
こ
と
、

国
庫
、
企
業
負
担
を
軽
減
し
、
世
代
間

で
負
担
を
す
る
と
い
う
、
厚
生
省
の
出

し
た
「
高
齢
化
社
会
危
機
」
論
で
す
。

更
に
、
老
人
医
療
の
見
直
し
を
進
め
、

「
社
会
保
障
理
念
の
見
直
し
」
論
へ
展

開
さ
れ
て
い
ま
す
。
１
９
９
６
年
橋
本

内
閣
の
「
六
大
改
革
」(

行
政
改
革
、
経

済
構
造
改
革
、
金
融
改
革
、
財
政
構
造

改
革
、
社
会
保
障
構
造
改
革
、
教
育
改

革)

と
な
り
、
こ
の
改
革
の
主
な
目
的
は
、

財
政
構
造
改
革
が
中
心
で
財
政
再
建
を

掲
げ
、
特
に
高
齢
者
分
野
に
お
け
る
公

費
削
減
を
打
出
し
、
介
護
保
険
制
度
の

導
入
を
意
図
し
た
も
の
で
す
。
こ
の
改

革
を
鮮
明
に
し
た
の
が
、
２
０
０
１
年

の
小
泉
内
閣
の
「
基
本
方
針
」
で
「
構

造
改
革
の
７
つ
の
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

で
す
。
７
つ
を
列
挙
し
ま
す
と
①
民
営

化･

規
制
改
革
（
医
療
、
介
護
、
福
祉
、

教
育
等
の
分
野
に
競
争
原
理
を
）
、
②

チ
ャ
レ
ン
ジ
ャ
ー
支
援
（
創
意
工
夫
の

起
業
・
創
業
）
、
③
保
険
機
能
強
化

（
社
会
保
障
制
度
を
分
り
易
く
、
信
頼

へ
）
、
④
知
的
資
産
倍
増
（
ラ
イ
フ
サ

イ
エ
ン
ス
、
Ｉ
Ｔ
、
環
境
）
、
⑤
生
活

維
新
（
保
育
所
待
機
児
童
ゼ
ロ
作
戦
、

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
推
進
）
、
⑥
地
方
自

立
・
活
性
化
（
市
町
村
合
併
、
国
庫
補

助
負
担
金
の
整
理
）
、
⑦
財
政
改
革

（
特
定
財
源
の
見
直
し
、
公
共
事
業
関

係
長
期
計
画
の
見
直
し
）
な
ど
で
す
。

小
泉
内
閣
「
構
造
改
革｣

は
、
社
会
保

障
改
革
を
中
心
に
「
市
場
化･

民
営
化｣

や
公
的
保
障
の
削
減
と
い
っ
た
社
会
保

障
に
犠
牲
を
転
嫁
す
る
形
で
進
め
ら
れ

て
い
る
。
こ
の
「
改
革｣

は
、｢

自
助
・

自
立｣

や｢

民
間
」
、｢

効
率｣

等
の
言
葉

で
強
調
さ
れ
、
あ
と
は
地
域
住
民
や
Ｎ

Ｐ
Ｏ
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の｢

共
助｣

で

補
う
こ
と
で
、｢

公
助｣(

国
や
自
治
体
の

公
的
責
任)

を
放
棄
す
る
こ
と
で
す
。
よ
っ

て
、
小
泉｢

構
造
改
革｣

は
、
従
来
の
構

造
改
革
路
線
と
は
質
的
に
転
換
し
て
い

ま
す
。
２
つ
の
事
例
で
説
明
し
ま
す
。

一
、
介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て
、
導
入

の
目
的
は
、
老
人
保
険
制
度
と
老
人
福

祉
の
サ
ー
ビ
ス
供
給
を
国
か
ら
、
２
０

０
０
年
の
介
護
保
険
制
度
に
変
り
①
公

的
支
出
の
削
減
と
公
的
責
任
の
縮
小
、

②
老
人
医
療
費
の
縮
減
と
医
療
保
険
財

政
の
建
て
直
し
、
③
「
介
護
保
険｣

を
社

会
保
障
構
造
路
線
の
突
破
口
と
す
る
。

二
、
医
療
制
度
改
革
に
つ
い
て
、
①
患

者
本
人
負
担
増
で
、
受
診
抑
制
を
図
る
、

②
診
療
報
酬
の
操
作
で
長
期
入
院
患
者

を
一
般
病
院
か
ら
排
除
、
在
宅
、
療
養

病
床
に
移
し
医
療
費
の
削
減
を
図
る
。

こ
の
こ
と
は
、
①
負
担
能
力
に
よ
っ
て

医
療
を
受
け
る
機
会
が
奪
わ
れ
、
国
民

皆
保
険
体
制
が
崩
壊
し
、
②
医
療
サ
ー

ビ
ス
の
量
や
質
が
支
払
能
力
に
よ
り
サ
ー

ビ
ス
の
階
層
化
が
す
す
む
、
③
医
療
労

働
者
の
労
働
条
件
の
悪
化
が
進
む
。
な

ど
で
す
。
今
後
の
展
望
は

こ
の
よ
う
な
「
改
革
」
は
、
社
会
保

障
理
論
か
ら
み
た
か
ぎ
り
、
い
か
に
間

違
っ
て
い
る
か
を
検
証
し
て
い
く
こ
と

で
す
。
１
つ
は
、
福
祉･

医
療
分
野
へ
の

公
費
の
抑
制･

削
減
で
は
、
社
会
保
障
制

度
の
歴
史
的
な
形
成
か
ら
も
実
施
す
べ

き
で
は
な
い
。
む
し
ろ
「
自
助
」
だ
け

で
は
、
貧
困･

生
活
不
安
に
対
応
で
き
ず
、

限
界
が
あ
り
修
正
す
る
も
の
と
し
て
社

会
的
扶
養(

雇
主
負
担
＋
国
庫
負
担
）
が

導
入
さ
れ
て
き
た
。
２
つ
は
、
応
益
負

担
を
原
則
と
す
る
利
用
者
負
担
の
強
化

は
、
社
会
保
障
の
財
源(

三
者
負
担
の
原

則
＝
Ａ
被
保
険
者
の
拠
出
、
Ｂ
雇
主
負

担
、
Ｃ
国
庫
負
担)

の
あ
り
方
を
破
壊
す

る
も
の
で
す
。
３
つ
は
、
福
祉･

医
療
事

業
の
営
利
化
と
そ
れ
ら
か
ら
の
公
の
撤

退
は
、
健
康
で
文
化
的
な
最
低
限
度
の

生
活
の
保
障
を
国
家
の
責
任
で
保
障
す

る
こ
と
で
あ
り
、
ま
し
て
や
福
祉･

医
療

事
業
の
営
利
化
に
道
を
明
け
る
な
ど
す

べ
き
で
な
い
と
言
及
し
て
い
ま
す
。

今
後
の
運
動
に
つ
い
て
、
そ
の
対
抗
軸

な
る
も
の
は
、｢

健
康
で
文
化
的
な
最
低

限
度
の
生
活
」(

憲
法
第
25
条
）
を
条
件

の
保
障
と
し
て
追
及
こ
そ
が
、
「
構
造

改
革
」
に
対
抗
す
る
理
論
的
主
柱
に
な

り
ま
す
。

も
う
１
つ
は
、
社
会
保
障
運
動
の
重

要
性
で
す
。
１
９
５
８
年
に
発
足
し
た

中
央
社
会
保
障
推
進
協
議
会(

今
日
の
社

保
協)

は
60
年
代

、
70
年
代
を
通
じ
て

社
会
保
障
運
動
を
大
き
く
前
進
さ
せ
て

き
た
。
国
民
皆
年
金
の
実
現
以
降
の
給

付
改
善
、
老
人
医
療
の
無
料
化
、
児
童

手
当
制
度
創
設
な
ど
で
あ
る
。
こ
の
よ

う
に
か
っ
て
は
、
社
会
保
障
制
度
の
充

実
を
目
指
し
た
運
動
が
多
く
の
実
績
を

あ
げ
て
い
た
。
今
一
度
、
労
働
組
合
が

社
会
保
障
制
度
闘
争
に
取
組
む
意
義
を

再
確
認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
述

べ
て
い
ま
す
。

（
文
責

片
桐
）

社
会
保
障
に
お
け
る

構
造
改
革

中
澤
秀
一
（
県
立
大
短
期
大
学
部
専
任
講
師
・
所
員
）

12月16日

(金）

1996年第1次橋本内閣 社会保障構造改革本部設置

1996年第2次橋本内閣 「6大改革」提唱

労働者派遣法改正(対象業務16→26)

1997年 女子保護規定撤廃、介護保険法制定

裁量労働制対象業務拡大、健康保険

法改正(被保険者補任負担1割→2割）

1998年小渕内閣 財政構造改革中断

1999年 労働者派遣法改正(対象業務原則自由

2001年第1次小泉内閣 「聖域なき構造改革」＝「骨太方針」

雇用保険法改正(自発的離職者の失業給付制限）

2002年 健康保険法等改正(被保険者本人負担3割、高齢

者の外来1割自己負担、総報酬制導入等決定）

2003年 労働者派遣法改正(製造業への派遣解禁）労働

基準法改正(有期労働契約上限1年→3年）支援

費制度への移行

2004年 年金改革法成立(保険料の固定、給付水準50%確

保、基礎年金の国庫負担割合3分の1→2分の1、

マクロ経済スライド制度の導入等決定）、特定

医療制度の廃止決定(混合診療の解禁）

構 造 改 革 年 表２
月
度
定
例
研
究
会
お
知
ら
せ

＊
２
月
16
日(

金
）
18:

30
～

会
場:

静
岡
県
評

テ
ー
マ
「
先
進
国
に
お
け
る

医
療
制
度
」

発
表
者:

中
澤
秀
一
所
員


